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厚生労働省社会・援護局地域福祉課

成年後見制度利用促進室長

占部　亮

　７月８日付けで成年後見制度利用促進室長を拝命した占部と申します。

　前職は内閣府沖縄振興局で沖縄のこどもの貧困対策等を担当しており、２年ぶりの厚生労

働省への復帰となります。以前には老健局や障害保健福祉部でも勤務しておりました。

　成年後見制度が施行されて四半世紀が経ち、今まさに制度の見直しに向けた検討が法制審

議会で行われる中で、権利擁護支援の地域連携ネットワークづくりや、身寄りのない高齢者

等への対応など、喫緊の課題が山積しており、重責を担うことになったと身が引き締まる思

いです。

　先般とりまとめが行われた地域共生社会の在り方検討会議においては、日常生活支援、入

院入所手続支援、死後事務支援等を提供する第二種社会福祉事業の新設や、中核機関の法令

上の位置づけの明確化などの方向性を示しているところであり、今後、これらの具体的な内

容について検討を進めて参ります。

　事業や制度について考えるとき、行政官としては様々な制約の中で、ベストを尽くそうと

考えていますが、何よりもその事業や制度を本当に必要としている人のニーズに応えられる

内容になっているのか、常に自問しています。私事ですが、２年前に母が亡くなる数ヶ月前

から、通院同行、当時利用していた居宅系サービス事業所から移行する先の施設探し、入所

に至るまでの諸々の手続への対応、そしていわゆる死後事務に至るまでの大部分を対応する

ことになったことがありました。その際、人が生きることに伴う様々なライフイベントとそ

れに伴う様々な手続、その負担の大きさを今更ながら痛感したものです。いわゆる身寄り問

題への対応に当たっても、実際に支援の現場において何が起こっていて、何が必要とされて

いるかを意識しながら、検討を進めて参ります。

　また、そうした観点からは、各地域での取組を実際に見聞きすることが何よりも大事だと

思っており、機会を捉えて視察に伺いたいと思っています。

　どうぞよろしくお願いします。

1.　成年後見制度利用促進室長よりごあいさつ

2.　令和７年４月１日から後見事務報告書の書式が変更されま

　　した

3.　認知症の人の意思決定支援ガイドラインが第２版へ改訂さ

　　れました

4.　令和7年度成年後見制度利用促進体制整備研修のご案内

5.　K-ねっとのご紹介

成年後見制度利用促進室長よりごあいさつ
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　令和７年４月１日より、成年後見人・保佐人・補助人が家庭裁判所に提出する「後見事務

報告書」の書式が変更となりました。今回の変更では、書式が全国で統一されるとともに、

内容も見直されています。新しい書式の詳細や記載方法については、各家庭裁判所からの案

内やホームページ等でご確認ください。

　なお、成年後見制度利用促進体制整備研修においても、新しい書式や考え方を順次反映し

ていく予定です。引き続き、ご本人の意思を尊重した丁寧な後見等事務へのご支援をお願い

いたします。

令和７年４月１日から後見事務報告書の書式が変更されました
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って自分らしく暮らし続けることができる」と

いう考え方（新しい認知症観）に立つ必要があ

ることが示されています。こうした趣旨に鑑み

れば、本人が自分らしく暮らしていくために本

人の意思を尊重することが重要であり、それを

具現化する一つの方法が意思決定支援です。本

人が必要な場面で適切な意思決定の支援を受

け、その意思がしっかりと周囲の人に共有さ

れ、尊重されていくことが重要です。こうし

た、意思の表出や意思決定を前提とする支援の

あり方がより明確に示されています。

内容構成と用語の整理

　構成面でも整理が進められ、ガイドラインの

趣旨・背景・使い手が誰かという説明がわかり

やすく再編されました。また、代理・代行決定

に関する考え方が本文に盛り込まれ、日常生活

や社会参加における意思決定支援の重要性がよ

り強調されています。

支援プロセスや事例の充実

　さらに、具体的な支援の流れやチーム支援の

ポイントを整理した図や説明も充実し、「伴走

者」の役割やリスク対応の事前共有といった実

務に即した記述が加えられました。理解促進の

ための別冊「事例集」も新たに作成されてお

り、3つの新規事例が追加されています。

ガイドライン改訂の背景と目的

 　2018年に策定された「認知症の人の日常生

活・社会生活における意思決定支援ガイドライ

ン（第1版）」が、このたび「第2版」として改

訂されました。本ガイドラインは、認知症の人

が自らの意思に基づき、地域でその人らしく暮

らし続けることができるよう、支援者に求めら

れる基本的な姿勢や方法を示したものです。

認知症基本法など新たな施策との連動

　今回の改訂は、2023年に成立した「共生社会

の実現を推進するための認知症基本法」と、

2024年に閣議決定された「認知症施策推進基本

計画」の理念を反映し、支援実践により役立つ

内容へと大きく刷新されました。改訂の背景に

は、認知症の人の意思を尊重し、誰もが安心し

て暮らせる共生社会の実現という大きな方向性

があります。

「認知症になってもできることはある」という 

　視点を踏まえた支援

　第2版では、支援の対象者を専門職に限ら

ず、地域で関わるすべての人と捉え、本人や家

族にもわかりやすい表現が意識されました。ま

た、「認知症になったら何もできなくなるのでは

なく、認知症になってからも、一人一人が個人

としてできること･やりたいことがあり、住み慣

れた地域で仲間等とつながりながら、希望を持

認知症の人の意思決定支援ガイドラインが第２版へ改訂されました
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ガイドラインの活用に向けて

　このガイドラインは、認知症の人の尊厳を支

え、地域共生社会の実現に向けた重要な指針で

す。ぜひ新しいガイドラインを活用して、地域

全体での理解と実践の輪を広げていきましょ

う。
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普及啓発・研修資材の整備

　改訂に合わせて、ガイドラインの内容を学ぶ

研修プログラムも刷新され、モデル研修を通じ

た効果検証が行われました。本人向け、市民向

け、専門職向けのリーフレット等の普及啓発資

料も作成されています。
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今後、成年後見制度利用促進体制整備研修などでも、
広く周知されるものとなります。
意思決定支援については、成年後見はやわかりサイト
にも掲載があります。ご活用ください。
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https://guardianship.mhlw.go.jp/ 
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K-ねっとのご紹介

令和7年度　成年後見制度利用促進体制整備研修のご案内

（運営：社会福祉法人全国社会福祉協議会）

k-net@shakyo.or.jp
受付時間：月曜～金曜 9:30-17:30
03-3580-1755

権利擁護支援体制全国ネット

Kねっと事務局 厚生労働省ホームページ　成年後見制度利用促進

厚生労働省のホームページでは次のような情報を掲載しています。

●成年後見制度利用促進会議・専門家会議●基本計画・施策の実施状況等●資料・各種手引

き等●成年後見制度利用促進ニュースレター●自治体事例紹介●意思決定支援に関するガイ

ドライン等●通知・事務連絡等(令和３年３月以降)

　K-ねっとは、第二期計画に基づいた権利擁護支援体制づくりに向けて、中核機関等のみで解決でき
ない課題に対して、二次的な相談窓口として専門的な助言を行うなどのサポートを行っています。
　都道府県や都道府県社会福祉協議会等のアドバイザーのみなさまからの相談も受け付けておりま
す。ご活用ください。

　今年度の「成年後見制度利用促進体制整備研修」が始まります。本研修は、成年後見制度に関する
基礎知識から実務までを体系的に学び、相談対応や地域連携ネットワークの推進に必要な力を養うこ
とを目的としています。基礎研修では、制度の全体像、市町村長申立ての手続き、協議会運営など、
実務の土台を学びます。応用研修では、任意後見や受任調整、後見人等の支援体制づくりなど、より
発展的な課題を扱います。さらに、都道府県職員や専門職を対象としたアドバイザー研修も実施し、
都道府県の機能強化につなげます。特に、中核機関が未整備の市町村や、今年度の人事異動で新たに
担当となった職員の皆様には、受講を強く推奨しています。各研修の概要は下表をご参照ください。

https://www.jmar-form.jp/kouken/研修サイト


